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米の安定供給と持続可能な水田農業の確立を求める意見書 

 

米は、国民の主食であるとともに、我が国の食料安全保障を支える重要な農産物で

ある。 

また、水田農業は、食料生産のみならず、農地の保全、水源の涵養、自然環境の保

全など多面的な機能を有し、とりわけ中山間地域においては、地域社会を維持する上

でも重要な役割を果たしている。 

しかし近年、米を取り巻く環境は大きく変化しており、米価の大きな変動に加え、

肥料、燃料、農薬、農業機械等の生産資材価格の高止まり、農業従事者の高齢化や担

い手不足などにより、米農家の経営環境は厳しさを増している。 

特に、中山間地域等の条件不利地域においては、小規模な農地が多いことなどから

生産効率の向上にも限界があり、担い手の減少とともに、農地や農業用水路等の生産

基盤を将来にわたって維持していくことが大きな課題となっている。 

米の安定供給を将来にわたって確保するためには、短期的な価格対策にとどまらず、

生産者が再生産可能な所得を確保し、安心して米づくりを継続できる環境を整えると

ともに、消費者への安定供給を図ることが必要である。 

食料安全保障の観点からは、平時から生産基盤と担い手を確保し、災害や不作等の

不測の事態にも対応できる持続的な農業構造を構築することが重要である。 

よって、国においては、生産者と消費者の双方が安心できる持続可能な米政策及び

水田農業政策を確立するため、次の事項について必要な措置を講ずるよう強く要望す

る。 

 

記 

 

１ 米の安定供給と適正な価格形成を図ること 

米の需要量、生産量、在庫量等を的確に把握し、需給見通しの精度向上と生産者、

流通事業者、消費者等に対する適時・適切な情報提供を図るとともに、生産コスト

を踏まえ、生産者が再生産を継続でき、消費者の理解も得られる適正な価格形成に

向けた環境整備を進めること。 

 

２ 米農家が再生産可能な所得を確保するための支援を充実・強化すること 

農家が将来にわたり安心して営農を継続できるよう、生産コストや地域の実情を

踏まえ、経営の安定と再生産可能な所得の確保につながる支援制度を充実・強化す

ること。 

  特に、生産資材価格の高止まりや農業機械等の導入・更新に伴う負担を踏まえ、

省力化・低コスト化に向けた取組への支援を強化するとともに、地域の実情に応じ

たきめ細かな支援を講ずること。 

 



３ 担い手の確保と中山間地域をはじめとする地域農業の維持に対する支援を強化

すること 

新規就農者や後継者をはじめ、地域農業を支える多様な農業者への支援を充実す

るとともに、農地の集積・集約化や農作業の省力化・効率化に向けた取組を推進す

ること。 

また、中山間地域等の条件不利地域においても営農を継続できるよう、農地の保

全、水源の涵養、自然環境の保全など農業・農村の多面的機能を適切に評価し、地

域の実情に応じた支援を強化すること。 

 

４ 食料安全保障を支える米の備蓄・安定供給体制を強化すること 

政府備蓄米について、食料安全保障の観点から適正な備蓄水準を確保するととも

に、災害、不作その他の不測の事態による供給不足時に迅速かつ適切に対応できる

備蓄・供給体制を確立すること。 

  また、平時から生産、流通及び備蓄の各段階における連携を強化し、国民への米

の安定供給を確保すること。 

 

５ 地域の実情に応じた農業生産基盤の整備を推進すること 

農業用水路、農道、排水施設等の老朽化が進む中、農業者の減少や地域の人口減

少も踏まえ、これらの施設の計画的な整備・更新及び維持管理への支援を推進する

こと。 

また、農地の集積・集約化を進めるためには、その前提となる圃場整備等の農業

生産基盤の整備が重要であることから、特に中山間地域等において、地域の実情や

農業者の負担を十分に考慮しながら、必要な基盤整備を積極的に推進すること。 

 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 
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